




施設系サービスでは訓練（シミュレーション）の実施が、その他全サービスでは、
感染症対策委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）
の実施が義務づけられました。

このことから、どのサービスにおいても令和６年４月１日から上記の４つの取組
が義務づけられましたので、同年3月31日までに、体制の構築や指針の作成な
ど、計画的に整備を進めてください。



感染症対策委員会の設置及び開催についての留意事項となります。

感染対策担当者を定めたうえで、委員は有識者を含めた幅広い職種で構成し、おおむ
ね6月に1回以上の定期的な開催と、その結果について従業者への周知徹底を図って
ください。

委員会は他のサービス事業者と連携して行うことや、事業所内で他の会議体と一体的
に運営することも可能となっておりますので、各事業所に合わせた対応をしてください。



感染症対策の指針は、平常時と発生時それぞれについて、厚生労働省の手引きを参
考に、対応や連絡体制などの必要事項を盛り込んで作成してください。



研修及び訓練の実施についての留意事項となります。

研修・訓練ともに事業所の指針に基づいた内容で年１回以上実施し、その内容につい
ては記録してください。せっかく実施していても、記録がなければ実地指導において指
摘事項となってしまいます。
また、新規採用の従業者には、忘れずに随時実施してください。

厚生労働省の研修教材を参考に、基礎的なことはもちろんのこと、毎年同じ内容では
なく、感染症対策力の向上を目指し、工夫をこらした内容で実施してください。



感染症及び災害に係るそれぞれの業務継続計画について、厚生労働省の研修動画な
どを参考に、平常時と緊急時の対応や関係機関との連携体制などを盛り込んで作成し
てください。



虐待防止検討委員会の設置及び開催についての留意事項となります。

担当者を定めたうえで、委員は管理者及び虐待防止の専門家を含めた幅広い職種で
構成し、定期的な開催と、その結果について従業者への周知徹底を図ってください。

委員会は他のサービス事業者と連携して行うことや、事業所内で他の会議体を設置し
ている場合は一体的に運営することも可能となっておりますので、各事業所に合わせ
た対応をしてください。



高齢者虐待防止については、運営規程及び重要事項説明書に必ず記載が必要です。
いずれも下記の【記載例】を基に記載してください。
※重要事項説明書は、文末を「です・ます調」に修正してください。

【記載例】
（虐待防止に関する事項）

第〇条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため
次の措置を講ずるものとする。

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと
ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知
徹底を図る。
（２）虐待防止のための指針の整備
（３）虐待を防止するための定期的な研修の実施
（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置

２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高
齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速
やかに、これを市町村に通報するものとする。



認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実
現していく観点から、介護にかかわるすべての者の認知症対応力を向上させていくた
め、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さないものについて、認
知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることが義務づけられました。

また、新規採用者の受講については１年の猶予期間が設けられています。



令和９年３月３１日まで管理者要件の適用が猶予されていますが、指定居宅介護支援
事業所における業務管理や人材育成の取り組みを促進する観点から、経過措置期間
の終了を待たず、管理者として主任介護支援専門員を配置することが望ましいことか
ら、事業者は主任介護支援専門員の配置に努めてください。



口腔衛生管理の強化については、口腔衛生管理体制を整備し、入所者ごとの状態に
応じた口腔衛生管理を計画的に実施することが義務づけられました。

入所者に対する口腔衛生の管理について、令和３年度より口腔衛生管理体制加算を
廃止し、基本サービスとして行うことを踏まえ、入所者の口腔の健康状態に応じて、上
記の手順により計画的に行ってください。



栄養ケア・マネジメントの充実については、現行の栄養士に加えて管理栄養士の配置
を位置づけるとともに、入所者ごとの栄養管理を計画的に実施することが義務づけら
れました。

入所者に対する栄養管理について、令和３年度より栄養マネジメント加算を廃
止し、栄養ケア・マネジメントを基本サービスとして行うことを踏まえ、管理栄養
士（上記※参照）が入所者の栄養状態に応じて、計画的に行ってください。

経過措置期間終了後、栄養ケア・マネジメントが実施されていない場合は、基本報酬
が減算となりますので、注意してください。



（１）会議や面会が求められるもののうち、医療・介護の関係者間で実施するものにつ
いては、テレビ電話等を活用し、実施することが可能となりました。

利用者等が参加する会議等については、利用者や家族からの同意を得た場合に、テ
レビ電話等を活用し、実施することが可能となりました。
ICTの積極的な活用により、感染症まん延防止のために対面での開催を控える場合

や、関係者が一堂に会することが困難な場合であっても、通常通りの会議を行ってくだ
さい。

（２）これまで書面で作成・保存を行うことが規定されていた文書について、電子データ
として保存することが可能となりました。

また、事業者と利用者間で書面で行うことが規定されている、または想定される書類
（重要事項説明書、同意書、締結書等）について、事前に利用者等の承諾を得た上で、
電磁的方法によることが可能となりました。

電磁的方法により同意・締結を行う場合は、書面における署名または記名・押印に代
わる文書の成立の真正を証明する立証手段を講ずることが望ましいです。
詳しくは、 「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月１９日内閣府・法務省・経済産業省）」

を参考にしてください。



雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律第11条第１

項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等
に関する法律第30条の２第１項の規定に基づき、事業主には、職場におけるハラスメ
ントの防止のための措置を講ずることが義務づけられています。

セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚に限らず、利用者やその家族等から
受けるものも含まれることに留意してください。

介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求
められていることから、必要な措置を講じるにあたっては、≪参考資料≫にあるマニュ
アル、手引き及び研修動画を参考にした取組を行ってください。

上記マニュアル、手引き及び研修動画等については、厚生労働省のホームページに掲
載しているので、活用してください。


